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GXリーグにおいて「削減貢献量 事業会社による推奨開示仮想事例集」を発行 

 

 

 

 

 

 野村ホールディングス株式会社（代表執行役社長 グループCEO:奥田健太郎、以下「当社」）は、GX

リーグ※1における取組みの1つである「GX経営促進ワーキング・グループ」※2（以下「GX経営促進WG」）

において2022年度より幹事企業を務めてきました。このたびGX経営促進WGでは、参加企業全92社に

よる議論を踏まえて策定した「削減貢献量 事業会社による推奨開示仮想事例集」（以下「本事例集」）を

発行しました。 

 

GX経営促進WGでは、2022年度の立ち上げ以降、削減貢献量※3を中心に参加企業が活発に議論し

ています。今般、「気候関連の機会における開示・評価の基本指針」（2023年3月発行、以下「基本指

針」）、「削減貢献量 金融機関における活用事例集」（2023年12月発行）に続き、本事例集を発行しまし

た。本事例集は、基本指針において示された考え方や指針に則って企業が削減貢献量を算定・開示す

る際のポイントを解説し、削減貢献量開示の一層の普及を後押しするものです。 

 

当社は2024年度におけるGX経営促進WGの活動においても引き続き幹事企業に就任しています。

GXに取り組むあらゆる企業の活動が適切に評価される社会を目指して、今後も削減貢献量の開示・評

価に関する議論を促進していきます。 

 

野村グループは、「金融資本市場の力で、世界と共に挑戦し、豊かな社会を

実現する」というパーパスのもと、社会課題の解決を目指すお客様の取組み

のサポートや、イノベーションの創出を通じ、サステナブルな社会の実現に

貢献していきます。 

 
 
※1 GXとは、「グリーントランスフォーメーション」の略。2050年カーボンニュートラルや、2030年の国としての温室

効果ガス排出削減目標の達成に向けた取組みを経済の成長の機会と捉え、排出削減と産業競争力の向上の

実現に向けた、経済社会システム全体の変革を行うことを指す。 2022年 2月 1日に経済産業省 産業技術環

境局が「GX リーグ基本構想」を発表し、GX ヘの挑戦を行い、現在および未来社会における持続的な成長

実現を目指す企業が同様の取組みを行う企業・官・学と共に協働する場として「GX リーグ」を設立。 

https://gx-league.go.jp/aboutgxleague/document/%E5%89%8A%E6%B8%9B%E8%B2%A2%E7%8C%AE%E9%87%8F-%E4%BA%8B%E6%A5%AD%E4%BC%9A%E7%A4%BE%E3%81%AB%E3%82%88%E3%82%8B%E6%8E%A8%E5%A5%A8%E9%96%8B%E7%A4%BA%E4%BB%AE%E6%83%B3%E4%BA%8B%E4%BE%8B%E9%9B%86-_vf.pdf
https://gx-league.go.jp/aboutgxleague/document/GXLeague_guidance_jp.pdf
https://gx-league.go.jp/aboutgxleague/document/%E5%89%8A%E6%B8%9B%E8%B2%A2%E7%8C%AE%E9%87%8F%20%E9%87%91%E8%9E%8D%E6%A9%9F%E9%96%A2%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E6%B4%BB%E7%94%A8%E4%BA%8B%E4%BE%8B%E9%9B%86_1203fin.pdf
https://gx-league.go.jp/


 

 

 

※2 2022年 9月 30日付ニュースリリース「GX リーグにおける『GX経営促進ワーキング・グループ』の設立と幹事

企業就任について」を参照。  
※3 削減貢献量とは、従来の製品・サービス（ベースライン）と新たな製品・サービスの温室効果ガス排出量の差分

であり、製品・サービスを通じて社会全体の気候変動の緩和（インパクト）への貢献を定量化したもの。 

 

 

以 上 

https://www.nomuraholdings.com/jp/news/nr/holdings/20220930/20220930.html
https://www.nomuraholdings.com/jp/news/nr/holdings/20220930/20220930.html

